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Ⅰ．概要
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統合イノベーション戦略2019におけるスマートシティの位置づけ

第６期科学技術基本計画の本格検討開始／ イノベーション司令塔機能のさらなる強化

統合イノベーション戦略

2019のポイント

Society 5.0の社会実装
( ス マ ー ト シ テ ィ の 実 現 )
創業/政府事業のイノベ化

研究力基盤の
強化

国際連携の
抜本的強化

最先端(重要)分野の
重点的戦略の構築
( A I、バイオテクノロジーなど )

イノベーション・エコシステムの創
出

戦略的な研究開発の推進

●研究力強化・若手研究者支援総
合パッケージの策定

●大学・国研の共同研究機能等の外
部化

●大学ガバナンスコードの策定、将来
ビジョンの提示

●初等中等からリカレントまでの人材
育成改革

●破壊的イノベーションを目指したムー
ンショット型研究開発
●社会実装を目指した研究開発
（SIP、PRISM）

政府事業・制度等における
イノベーション化の推進

Society 5.0の実装
（スマートシティ）

●政府一体の取組と本格的実施
●官民連携プラットフォームの創設

●エコシステム拠点都市形成
（大学（起業家教育）、民間
組織（アクセラレーション）等）

創業環境の徹底強化

●政府事業イノベーション化拡大
（公共事業から他分野への展開）
●公共調達ガイドラインの普及・実践

SDGs達成のための
科学技術イノベーションの
推進

●ロードマップ策定の国際議論
を主導
●プラットフォームの構築

国際ネットワークの強化

●国際スマートシティ連合の枠
組み構築

●国際研究開発拠点の形成
（バイオ、量子）

●AI技術
•全高校生がデータサイエンス・AIのリテラシーを習得
•AI研究開発ネットワークの構築
•AI社会原則の国際枠組み構築
●バイオテクノロジー
•市場領域を絞ったロードマップの策定
•データ基盤統合化/国際バイオ都市圏形成
●量子技術
•「量子技術イノベーション戦略」策定

●環境エネルギー
•「革新的環境イノベーション戦略」の策定
●安全・安心
•技術ニーズとシーズのマッチングの仕組構築
•重要技術分野への資源の重点配分
●農業・宇宙・海洋

基盤的技術分野

応用分野

知の創造 知の社会実装 知の国際展開

強化すべき分野での展開

1 2 3 4

●Society 5.0データ連携基盤整備の本格化／研究基盤データ整備／EBPMの促進
●スマートシティ等のアーキテクチャー構築知の源泉

統合戦略2019においては、スマートシティを、Society5.0 の先行的な実現の姿として重視。
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スマートシティ 世界と日本

 世界各地で実装が急速に進展
 都市データの収集・連携・利活用によりソリューションを提供。一方で、データや都市OSの囲い込みの懸念
 モビリティ（MaaS、自動走行等）が重要な機能、役割を担う
都市例 内容

EU
・コペンハーゲン、ヘルシンキ

• 街中のセンサーでデータを収集し、交通・廃棄物管理等に活用
• Whimによる公共交通機関、タクシー、バイク、レンタカーなど予約、決済のモビリティサービス (MaaS)

カナダ
・トロント

• Google関連会社と共同で、都市各所のセンサーでデータを収集し、都市空間の設計に反映させる構想
を公表、都市交通の最適化

シンガポール • 国全体にセンサーネットワークを展開、陸上交通庁によるMyTransportSGなどスマート交通
• ASEANスマートシティネットワークを提唱

中国
・雄安新区

• 政府主導で多額の投資を行い、急速な技術実証・実装を推進（世界の最先端技術）
• 交通計画（自動走行）を実装前提での都市計画

 日本が提唱するSociety5.0の先行的な社会実装の場
 IoT・ビックデータ等の先進技術を活用し、都市の課題（交通、健康・医療、災害等）や地域格差の解
決を図るもの

日本のスマートシティ

世界では、データ連携、モビリティを中心にスマートシティの実装が進展

世界のスマートシティ
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Ⅱ．政府事業の連携
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スマートシティの推進体制

コミュニティ

大都市
地方小都市

共
通
の
基
本
方
針

ビジョンの明確化

アーキテクチャによる全体俯瞰

相互運用性の確保

拡張性の確保

組織・体制の整備

推
進
・
連
携
体
制

・府省連携したスマートシティ関連事業の推進に関する基本方針を決定
・アーキテクチャ構築のための検討会議を設置し、各府省の事業の実施への反映を決定
・共通基盤の下に府省連携して事業を推進し、世界のスマートシティ連携の強化を促進

スマートシティ関連の
都市インフラの整備
【国】スマートシティの

データ利活用基盤
の構築【総】

「スーパーシティ」構想の実現【内・地方】

地域限定型のサンドボックス制度による規制特例
等も活用した、先進技術の実装による地域課題

の解決【内・地方】

広い分野を対象とした実証・実装
【総、国】

特定の分野（エネルギー、交通等）
を対象とした実証・実装【経、国】

アーキテクチャの構築
検討会議（内・総・経・国等）の開催

【内・科技】

社会制度、ルール

サービス、ビジネス

アーキテクチャ、
Society5.0データ連携基盤

国
際
会
議
の
動
向

3/14-15 ５月

Ｇ２０デジタル
経済・貿易
大臣会合

Ｇ２０
首脳会合

スマートシティ / スーパーシティ
フォーラム2019

６月

アジア・スマート
シティ会議

ASEANスマートシティ
ネットワーク

ハイレベル会合

10月

多国間及び二国間のプロセスにおいて
・各国の成功事例
・データ連携基盤の基本的考え方
等の知見の共有

スマートシティに係る国際連携・協力

（出典：統合イノベーション戦略推進会議(2019/3/29)資料より内閣府作成）



7

◆【内・総・経・国】官民連携プラットフォームの運営

• 本年度より、各府省事業の連携（アーキテクチャに基づくシステム構築等）を開始。
• 将来的には、Society5.0実現のため、日本全国のスマートシティ/スマートカントリー化が必要。
• 国主導のモデル事業等から地域主導・民間主導の実装への段階的移行を念頭に、首尾一貫した取組を推進。

分野横断の実証・実装
◆【内】未来技術社会実装事業等 1.0億円（0.8億円）
※併せて、Society5.0の実現に向けた全国的なモデルとなる事
業について地方創生推進交付金の上限額の見直し等

◆【内】スーパーシティ整備推進事業 7.0億円（新規）
◆【総】より高度なスマートシティ実現に向けた都市OS実装支援事
業 6.0億円（2.2億円）

◆【国】スマートシティモデル事業 3.0億円（1.1億円）

③官民連携

➁共通基盤の
構築

ICTインフラの地域展開
◆【総】高度無線環境整備推進事業

64.8億円（52.5億円）
◆【総】携帯電話等エリア整備事業

35.6億円（31.6億円）

データ連携基盤整備
◆【内】SIPⅡ期ビッグデータ・AI を活用した
サイバー空間基盤技術
280億円の内数（280億円の内数）

関連の都市インフラ整備
◆【国】社会資本整備総合交付金

10,037億円の内数
（8,364億円の内数）

◎全体戦略、制度整備 ◆統合イノベーション戦略2019【内（科技）】 ◆スーパーシティ構想【内（地創）】 ◆官民ITS構想・ロードマップ2019【内（IT）】

個別分野の実証・実装
◆モビリティ分野
・【経】高度な自動走行・MaaS等の社会実装に向けた
研究開発・実証事業 65億円の内数（42億円の内数）
・【国】日本版MaaS推進・支援事業 10.0億円（3.1億円）

◆【経】需要家側エネルギーリソースを活用したバーチャルパワープラン
ト構築実証事業 70.0億円（68.5億円）
※（）内のうち臨時・特別の措置38.5億円

◆【総】地域課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証
70.1億円の内数（新規）

④国際展開

①地域実装/
モデル事業

◆【内】グローバル・スマートシティ・アライアンス
◆【総】ICT国際競争力強化パッケージ支援事業 20.5億円の内数（補12.0億円、3.8億円の内数）
◆【経】エネルギー分野における我が国技術の国際展開のための実証事業 136.0億円 （142.0億円）
◆【経】質の高いｲﾝﾌﾗの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業 12.0億円（7.0億円）
◆【国】ASEANスマートシティ・ネットワークと連携した多国間・二国間協力 0.4億円の内数（0.3億円の内数）
◆【国】スマートシティ開発案件の推進 2.4億円の内数（新規）

＜凡例＞【IT】：内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室、 【内】：内閣府、【内（科技）】:内閣府科学技術・イノベーション担当、【内（地創）】:内閣府地方創生推進事務局、
【総】：総務省、【経】：経済産業省、【国】:国土交通省

スマートシティ 政府の取組 [令和２年度予算概算要求額]



8

Ⅲ．大学・企業との連携事例及び横展開の枠組
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連携の事例①：つくばスマートシティ協議会の取組

《歩行者信号情報発信システム》《安全なパーソナルモビリティ》

○つくば市は、2020年に筑波研究学園都市建設法制定50年を迎え、29の国の研究機関と約2万人の研究者が集積。高い自家用車依存 や
道路実延長を背景に自動車事故対策、高齢者の移動制約等に対するモビリティの在り方が課題。

○モビリティイノベーションによる新たな統合型移動サービスの実現（顔認証による乗降時決済などの新たな社会サービス）、データ連携基盤 とユニ
バーサルインフラの構築により、「安全・安心・使い勝手」のよい最新技術による地域社会サービスを提供。

公共交通の新たな社会サービス

◆新技術・データを活用した都市・地域の課題解決の取組

データプラットフォーム

• 交通流、生体データ等のビックデー
タを筑波大学のスーパーコンピュー
タ等を活用してIoH※／IoT産学
官データプラットフォームを構築

• 更に大学のAI解析等を通じて課
題解決の取組を推進
※ IoH:Internet of Humans

・バス乗降時の顔認証によるキャッシュレス決済ならびに統合データサービスの実証実験
・「歩行者信号情報システム」を活用した搭乗者向けアラーム機能、ユーザーインターフェースの実証実験

◆対象区域
【コアエリア１】 筑波大学及びつくば駅周辺地区
【コアエリア２】 研究学園駅周辺地区
【エリア ３】 つくば市全域

（筑波大学周辺地区） （研究学園駅周辺地区）

◆事業実施体制
《乗降時の顔認証による決済》 《水素燃料電池バス・ビルトイン》

交通弱者のための安全な移動

「医療MaaS」
• つくば駅と大学付属病院における水素
燃料電池によるシャトルバス（自動運
転）の導入

• バス乗降時の顔認証により病院受付、
診療費会計処理のサービスを統合

「キャンパスMaaS」
• 学内バスの乗降時の顔認証による
キャッシュレス決済の実装

• 匿名化した人流把握等を用いたエ
ビデンスベースの計画立案

• 利用者のバイタル情報のリアルタイム
モニタリングにより運転制御を行うパー
ソナルモビリティの導入

• 信号灯色情報を電動車いす利
用者に伝達し、安全な通行を支
援する交通インフラの実証

交通流データ
等の収集

ＡＩ活
用

ビッグデータ
の分析

【茨城県・つくば市】
社会サービス
の実装

【筑波大学未来社会工学開発研究センター等】

〈つくばスマートシティ協議会〉
民間企業

大学 自治体

鹿島建設㈱ ＫＤＤＩ㈱ 日本電気㈱
㈱日立製作所 三菱電機㈱
関東鉄道㈱ サイバーダイン㈱ 等

筑波大学未来社会工学
開発研究センター
（トヨタ自動車と
筑波大学が共同で設立）
サイバニクス研究センター

茨城県
つくば市

バイタル情報等の計測＆
解析や小型軽量化で安全
対応

小型
軽量

◆2019年度の主な取組

ソリューション
の構築

信号機の灯火をカメ
ラで読み取り、灯色
情報や残 り時間を
予測した情報を車載
装置などへ送信

（出典：国土交通省スマートシティモデル事業資料より内閣府作成）

「つくばスマートシティ協議会」
を設立し、産学官が連携



10

連携の事例①：筑波大学を核とした産官学連携の体制

社会連携講座
地域未来創生教育コース

地方自治体

・茨城県
・つくば市
・石岡市
・常総市

などと計画中

国

・内閣府
・文部科学省
・経済産業省
・国土交通省

などと計画中

企業群

ＣＯＣＮプロジェクト協力

企業、地域事業者、関係 機関
現24社が参画

長期・協調領域での研究

経済団体：Society 5.0の実現

政策提言

・経済団体連合会
・産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）

国内外大学

・東北大学（材料科学高等研究所）

・慶應義塾大学（経済研究所）

・九州大学（ﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ研究所）

知の連携

2018年度推進テーマ報告書
「地域社会の次世代自動車交通基盤」

技術・資金・人材の好循環

国際産学連携本部

サイバニクス研究センター

芸術系

体育系

ビジネスサイエンス系

システム情報系

数理物質系

生命環境系

国際統合睡眠医科学 研
究機構

人工知能科学センター

トヨタ自動車

トヨタ自動車

モビリティイノベーション（ＣＡＳＥ）の社会応用

未来社会工学開発研究センター

トヨタ自動車

研
究
事
業

実
証
研
究

令和元年度国土交通省
・スマートシティモデル事業 先行モデルプロジェクト
・新モビリティサービス推進事業 先行モデル事業

（出典：筑波大学未来社会工学開発研究センター資料より内閣府作成）
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連携の事例②：高蔵寺スマートシティ推進検討会の取組

名古屋市

春日井市

○昭和43年にまちびらきをした高蔵寺ニュータウンでは、初期の居住者が一斉に高齢期を迎えており、人口減少、高齢化率が上昇。地区内では、
良好なインフラが整備されている一方、坂道やバス停までの距離の長さにより外出機会の減少や公共交通サービスの衰退が課題。

○産学官連携による自動運転を含む新たなモビリティサービスにより快適な移動を実現し、高齢化社会における車以外での外出促進と運動機会や
コミュニケーション機会の増加を図り、ニュータウンの魅力向上と持続可能なまちの実現を図る。

新たなモビリティサービスの導入による移動支援
• 区域内の公共施設
内に自動運転車両
のモビリティベース（
EV基地）を整備

• 自宅からバス停や
各種施設までを短
距離移動する「ゆっ
くり自動運転」のサ
ービスを展開

• 配車予約システム
には、ニュータウン版
MaaSアプリを活用

• 貨客混載による運
営 の効率化を図る

拠点からの各施設へのシームレスな移動

バス専用レーンの整備

交通社会ダイナミックマップの活用

・ラストワンマイル自動運転実証実験を2019年度は約1ヶ月間の長期にわたり展開
・相乗りタクシーのMaaSアプリによるオンデマンド対応など、ユニバーサルタクシーとしてのサービス高
度化

• 商業施設等（モビリティスポ
ット）に相乗りタクシー乗り場
を 設置し、自動運転サービス
からのシームレスな移動を提供

• ニュータウン版ＭaaSアプリで
オンデマンド対応を図り、配
車オペレーションや需要予測
にダイナミックマップを活用

自動運転実証実験の様子

• クラウド、エッジ、組込みを有機的に連携した共通プラ
ットフォーム

• 車両位置情報を共有化し、タクシー配車の効率化や
自動運転車両の後譲り機能などに活用

・

相乗りタクシー実証実験の様子

高蔵寺スマートシティ推進検討会
• センター地区と高蔵寺駅を結ぶ路線バスは、高蔵
寺ニュータウンの基幹交通となっており、自動運転バスに
より、運転手不足を解消し、専用レーンによって、高頻
度、低遅延のバスによるモビリティサービスを展開

愛知県

高蔵寺ニュータウン地区

◆対象区域 ◆新技術・データを活用した都市・地域の課題解決の取組

◆2019年度の主な取組

◆事業実施体制

（出典：国土交通省スマートシティモデル事業資料より内閣府作成）
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連携の事例③：会津若松市の取組

実施団体 会津若松市（アクセンチュア株式会社）
対象地域 福島県 会津若松市
事業概要 会津若松市スマートシティの取組のより一層の加速化と市民参加の促進を目的とし、地域と市民とのワンストッ

プ機能を担うデジタルコミュニケーションプラットフォーム2.0に向けたバージョンアップを図り、本プラットフォームを通
じたデータやサービスの連携の標準化、データ分析人材育成や市民コミュニケーションの醸成を実施する。これら
取組により、ICT・データを活用して多様な分野にて推進している個々の事業の効果の最大化を図り、持続可
能なシティズンセントリック型スマートシティの実現を目指す。

（出典：総務省データ利活用型スマートシティ推進事業資料から内閣府作成）
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連携の事例③：会津若松市における事業推進体制

ICTオフィスビル整備（ハード事業）

ICTオフィスビル運営会社
（AiYUMU)

スマートシティ事業推進（ソフト事業）

連携

運営
事業
収入

（出典：アクセンチュア株式会社資料から内閣府作成）

会津若松市
まち・ひと・しごと創生包括協議会

会津地域スマートシティ推進協議会

• 会長 竹田病院
• 副会長 本田屋本店有限会社
• 事務局 会津若松市
• 構成員 会津大学、ナディス、アクセンチュア、くつろぎ

宿、 グリーン発電会津、東邦銀行、若松ガス、リオン
ドール、 富士通、AWH、NEC、JEKI、AAA、NSC、TIS

• 本田屋＊、アクセンチュア、会津若松市、喜多方市、会津美里町、西会
津町、北塩 原村、湯川村、下郷町

幹事会（スマートシティ推進）

デジタルDMOプロジェクト組織（観光分野）

一
社
オ
ー
プ
ン
ガ
バ
メ
ン
ト
コン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
Ｏ
Ｇ
Ｃ
）

事業誘致・提案

事業参加・支援

政策支援・負担金など

プロジェクト推進体制

国・自治体

推進事業に合わせ
て特化プロジェクト
組織を組成

一般社団法人スマートシティ会津
• 代表理事 竹田病院
• 専務理事 本田屋本店有限会社
• 監事 ナディス
• 顧問 会津大学・アクセンチュア
• 会員 くつろぎ宿、グリーン発電会津、若松ガス、リオンドール、AWH、

NEC、AAA、NSC

全体戦略

事業企画
・ 協議

事業実施
運営

Copyright © 2018 Accenture. All rights
reserved.
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優良な事例の横展開の枠組（官民連携プラットフォーム）

 内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省は、スマートシティの取組を官民連携で加速するため、企業、大
学・研究機関、地方公共団体、関係府省等を会員とする「官民連携プラットフォーム」を今年８月に設立。

 会員サポートとして、①事業支援 ②分科会 ③マッチング支援 ④普及促進活動 等を実施。
 10月7日に公式ウェブサイトを開設。

会員（事業実施団体）465団体

会員（関係府省）11団体

内閣府 総務省 経済産業省

SIPアーキテクチャ構築・実証
（１６事業）

近未来技術等社会実装事業
（２２事業）

パイロット地域分析事業
（１３事業）

スマートシティモデル事業
（７１事業）

新モビリティサービス推進事業
（１９事業）

データ利活用型スマートシティ
推進事業（１３事業）

企業・大学・研究機関等
（353団体）

地方公共団体
（112団体）

事務局

内閣官房 警察庁

スマートシティ官民連携プラットフォームの構成

金融庁
会員（経済団体等）

1団体

経団連

文部科学省
厚生労働省 農林水産省 環境省

国土交通省



15

Society5.0 に貢献するデータ利活用のあり方

セクターサービス
(ビジネス)

データ
（セクター）

セキュリティ

交通・モビリティ 健康・医療

都市計画・整備

防災 インフラ維持管理 観光・地域活性化

環境

エネルギー

物流

組織
(ステーク
ホルダー)

法制度 憲法・法律・条例・規制・ルール・ガイドライン等

地域コミュニティ・エリマネ等

政府 大学等 来街者・旅行者

自治体
(周辺・勤務地等)

民間企業等 市民 自治体(居住地)
NPO等

AI

政府・自治体

行政データ

住民データ

地域 民間 個人

エリアデータ 企業保有データ 個人データ

農林水産業 …

（2018年度COCN最終報告「デジタルスマートシティの構築」を基に内閣府作成）

データ利活用によるクロス・セクター・ベネフィットの創出

Cross-Sector Benefits Network and Services 

Convenience , Economic Sustainability
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Ⅳ．人材育成
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主な具体目標 主な取組

未来へ
の基盤
作り

教育改革
 デジタル社会の「読み・書き・そろばん」
である「数理・データサイエンス・AI」の
基礎などの必要な力を全ての国民が育
み、あらゆる分野で人材が活躍

•リテラシー：外部人材の積極登用、生徒一人に端末一台
•応用基礎：AI×専門分野のダブルメジャーの促進
•エキスパート：若手の海外挑戦拡充、AI実践スクール制度
•優れた教育プログラムを政府が認定する制度の構築

研究開発
世界の英知を結集する研究推進体制
日本がリーダーシップを取れるAI技術
 AI研究開発の日本型モデルの構築

•多様な研究者による創発研究の支援拡充
•世界をリードできる次世代AI基盤技術の確立
• AI中核センター改革、AI研究開発ネットワーク構築

産業・
社会の
基盤作
り

社会実装

実世界産業のサービス構造への転換
 インクルージョン・テクノロジーの確立
標準化を推進し、開発成果の社会実
装を促すシステム・アーキテクチャを先
導

•健康・医療・介護：診断・創薬等のAI開発・、データ基盤整
備

•農業：スマート農業技術の現場導入、成長産業化
•国土強靭化：インフラデータプラットフォームの構築
•交通・物流：AIターミナルの実現、物流関連データ基盤構築
•地方創生：スマートシティ共通アーキテクチャの構築

データ関連
基盤

国際連携による次世代AIデータ関連
インフラの構築

•データ基盤：データ基盤の本格稼働と連携
•トラスト：トラストデータ流通基盤の開発

デジタル･ガバ
メント

中小・新興企
業支援

公共サービス・自治体行政のコスト削
減、業務効率化

 AIを活用した中小企業の生産性向上

•自治体が安心して利用できるAIサービスの標準化
•中小企業支援方策の検討

倫理 AI社会原則 社会原則普及と国際連携体制構築 • 「人間中心のAI社会原則」の定着化、多国間枠組構築

戦略目標の達成に向けて、「未来への基盤作り」、「産業・社会の基盤作り」、「倫理」の各分野（教育
改革、研究開発、社会実装、データ、デジタル・ガバメント、中小・新興企業支援、社会原則）における
各具体目標と取組を特定

AI戦略2019 【主な具体目標と取組】
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デジタル社会の「読み・書き・そろばん」である「数理・データサイエンス・AI」の基礎などの必要
な力を全ての国民が育み、あらゆる分野で人材が活躍

１００万人/
年（高校卒業者全員）

２５万人/年

2,000人/年

５０万人/年
（大学・高専卒業者全員）

（高校の一部、高専・大学の50%）

育成目標【2025年】

リ
テ
ラ
シ
ー

100人程度/年
トップクラス育成

（小中学生全員）

応
用
基
礎

エ
キ
ス
パ
ー

ト

学習内容の強化
 大学の標準カリキュラムの開発と展開（MOOC※活用等）
 高校におけるAIの基礎となる実習授業の充実

主な取組

人材育成に向けた主な取り組み

小中高校における教育環境の整備
 多様なICT人材の登用（高校は1校に1人以上、小中校は

4校に１人以上）
 生徒一人一人が端末を持つICT環境整備

認定制度・資格の活用
 大学等の優れた教育プログラムを政府が認定する制度構築
 国家試験（ITパスポート）の見直し、高校等での活用促進

AI応用力の習得
 AI×専門分野のダブルメジャーの促進
 AIで地域課題等の解決ができる人材育成（産学連携）

先鋭的な人材を発掘・伸ばす環境整備
 若手の自由な研究と海外挑戦の機会を拡充
 実課題をAIで発見・解決する学習中心の課題解決型AI人
材育成

※Massive Open Online Course：大規模公開オンライン講座
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 地域の産業界、大学、高専、高校等による地域の課題発見・解決の実践力を習得する環境整
備

ITパスポート試験の「情報Ⅰ」等の実施を踏まえた出題の見直し、高校等にお
ける活用促進

大学
AI・数理･データサイエンス教育/エキスパート教育

【50万人卒/年】

社会人
リカレント教育/待遇

【多くの社会人に教育機会を提供】

小中学校
基礎的学力・情報活用
【100万人卒/年】

文理問わず、ＡＩリテラシー教育を50万
人に展開
 標準カリキュラム・教材の開発と展開
 初級レベルのコース認定の導入（MOOCの

活用等含）

基本的情報知識とAI実践的活
用スキルを習得する機会の提供
 職業訓練の推進
 スキル習得プログラムの拡充（就職

等への活用促進）

リ
テ
ラ
シ
ー

ｴｷｽﾊﾟｰﾄ/

応
用
基
礎

 素養・スキル（出口）に応じた人材の質を担保する仕組みを構築
 単位が認められる大学等の優れた教育プログラムを認定、就職等へ活用

 環境整備（サバティカル、報酬等）、海外大学・研究機関等との連携強化

高校
文理問わず数理・データ関連教育

【100万人卒/年】

大学・高専 社会人リカレント

資格制度の活用

地域課題等を解決できるAI人材

応用基礎を重視する入試に
採用する大学への重点支援

大学入試

数理・データサイエンス・AI教育認定制度

外国人材

人材育成に向けた主な取り組み【年代別】

年間2000人、トップ100人育成
 PBL中心のAI実践スクール制度
 若手の海外挑戦機会の拡充

ｴｷｽﾊﾟｰﾄ

教育環境（学校の指導体制等）の整備
 多様なICT人材の登用（高校は1校に1人以上、

小中校は4校に１人以上）
 生徒一人一人が端末を持つ環境整備
 遠隔教育を早期に利活用

高校における教育の
充実
 AIの基礎となる実習
授業

 確率・統計・線形代数
等の基盤を修得する
教材

・小学校：
プログラミング教育
2020年度～
全ての学校で実施

「情報Ⅰ」を入試に採用する
大学の抜本的拡大

大学入試

・高校：
「情報Ⅰ」必修
2022年度～

大学・高専生が自らの専門分野へのDS・
AIの応用力を習得（25万人規模/年）
 AI×専門のﾀﾞﾌﾞﾙﾒｼﾞｬｰを可能とする環境
 専門教育レベルのコース認定の導入

小中高校

応用基礎

理数分野の興味関心を
向上
 STEAM教育のモデルプラ
ン提示と全国展開

 主体的・対話的で深い学び
（アクティブ・ラーニング）
の視点からの授業改善
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